
令和６年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金事業の効果・検証について

うち

交付金充当額(円)

1
物価高騰対応重点支援給付金給付事業（低所得世帯支援枠）

【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持

する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５年度分の住民税非課税世帯

R5.12 R6.3 90,927,538 5,110,000 

・R５年度住民税非課税世帯給付（７万円×1,290人）

・事務費（通知用封筒代、書類郵送料、振込手数料、システ

ム改修業務委託料等）

効果的であった
対象世帯に対して令和6年3月

までに支給を開始する

対象世帯に対して、速やかに支給を開始すこ

とができた。
福祉課 社会福祉担当

2

物価高騰対応重点支援給付金給付事業（令和５年度均等割の

み課税世帯、令和６年度非課税化世帯、令和６年度均等割の

み課税化世帯、子ども加算、定額減税を補足する給付）【物

価高騰対策給付金】（給付費・事務費）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持

する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③低所得世帯等の給付対象世帯数、定額減税を補足する給付の対象者数

R6.3 R7.1 234,443,210 123,570,000 

・Ｒ５年度均等割のみ課税世帯給付（10万円×3,260世帯）

・Ｒ５年度こども加算給付金（5万円×125世帯・213人）

・Ｒ６年度新たな非課税化世帯への給付（10万円×141世

帯）

・Ｒ６年度新たな均等割のみ課税化世帯への給付（10万円×

112世帯）

・Ｒ６年度こども加算給付金（5万円×27世帯・43人）

・定額減税に係る調整給付（支給者数3,459人（納税義務者

数）、扶養親族（3,300人）を含む延人数6,759人）

・事務費（書類郵送料、振込手数料、システム改修業務委託

料等）

効果的であった
対象世帯に対して令和6年4月

までに支給を開始する

対象世帯に対して、速やかに支給を開始すこ

とができた。
福祉課 社会福祉担当

7
令和６年度滑川町住民税非課税世帯に対する物価高騰対策給

付金事業（給付費・事務費）

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維持

する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③低所得世帯等の給付対象世帯数

R7.1 R8.2 102,534,550 65,154,550 

・Ｒ６年度非課税世帯への給付金（R6現年・R7繰越）1,389

世帯

・Ｒ６年度非課税世帯へのこども加算 （R6現年・R7繰越）

161人

・不足額給付（1,886人）

・事務費（書類郵送料、振込手数料、システム改修業務委託

料等）

効果的であった
対象世帯に対して令和7年3月

までに支給を開始する

対象世帯に対して、速やかに支給を開始すこ

とができた。
福祉課 社会福祉担当

11 滑川町緊急物価高騰対策農林水産業支援事業

①物価高騰などの影響を受けている農林水産業者に対し、肥料や燃料費の補助を行

うことで、農業地域の活性化を図る。

②農林水産業として活動するうえで、必要な肥料及び燃料の一部を補助

③町内において農産物生産する農林水産事業者

R7.1 R7.11 13,200,000 13,200,000 
・農業者向け滑川町価格物価高騰対策事業者臨時支援金

（111者）
効果的であった

対象者に対し、補助金を申請者

の100％交付することにより、

地域農業の活性化を図る。

支援金申請者111者に対して、速やかに支給を

することができた。
産業振興課 農林商工担当

12 滑川町エネルギー価格高騰対策臨時支援金事業

①原油価格や物価の高騰の影響を受け、事業活動に支障が生じている町内小規模事

業者、運送業者及び個人事業主に対して、支援金を交付することにより事業の継続

を支援することを目的とする。

②町内中小企業、運送業者、個人事業主に対する支援金

③滑川町内に主たる事業所を有する小規模事業者、運送事業者又は、個人事業主

R7.1 R8.2 10,600,000 10,600,000 ・滑川町エネルギー価格物価高騰対策臨時支援金（212者） 効果的であった

対象事業者の申請者に対し支援

金を100％交付することにより

負担軽減を図る。

支援金申請者212者に対して、速やかに支給を

することができた。
産業振興課 農林商工担当

合計 451,705,298    217,634,550    
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